


 
 



（提供書面）
　

事　 業　 報　 告

　

１．企業集団の現況

(1) 当連結会計年度の事業の状況





(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

(3) 重要な親会社及び子会社の状況



(4) 対処すべき課題



(5) 主要な事業内容

(6) 主要な営業所



(7) 使用人の状況

(8) 主要な借入先の状況



(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項



２．会社の現況

(1) 株式の状況



(2) 新株予約権等の状況

(3) 会社役員の状況





(4) 会計監査人の状況



(5) 業務の適正を確保するための体制







(6) 会社の支配に関する基本方針

７．剰余金の配当等の決定に関する方針



連 結 貸 借 対 照 表

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

173,902

11,911

8,511

294

3,104

流 動 負 債 105,517

固 定 負 債 8,716

負 債 合 計 114,234

純 資 産 の 部

株 主 資 本 71,279

資 本 金 3,298

資 本 剰 余 金 3,208

利 益 剰 余 金 64,772

自 己 株 式 △0

その他の包括利益累計額 20

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 20

少 数 株 主 持 分 279

純 資 産 合 計 71,579

資 産 合 計 185,813 負 債 純 資 産 合 計 185,813



連 結 損 益 計 算 書

売 上 高 278,662

売 上 原 価 227,273

売 上 総 利 益 51,389

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 25,709

営 業 利 益 25,679

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益 24,940

特 別 利 益

特 別 損 失

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 25,312

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 16,184

少 数 株 主 利 益 1

当 期 純 利 益 16,182



連結株主資本等変動計算書



連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

　





２．会計方針の変更に関する注記

　

（追加情報）　

会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用　

　



３．連結貸借対照表に関する注記

　

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記



　

５．金融商品に関する注記





　



６．賃貸等不動産に関する注記

　

７．１株当たり情報に関する注記

　

８．重要な後発事象に関する注記

　

　

９．その他の注記

　



貸　借　対　照　表

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

158,417

10,678

4,104

249

6,324

流 動 負 債 94,031

固 定 負 債 6,970

負 債 合 計 101,002

純 資 産 の 部

株 主 資 本 68,072

資 本 金 3,298

資 本 剰 余 金 3,208

利 益 剰 余 金 61,565

自 己 株 式 △0

評 価 ・ 換 算 差 額 等 20

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 20

純 資 産 合 計 68,092

資 産 合 計 169,095 負 債 純 資 産 合 計 169,095



損　益　計　算　書

売 上 高 241,437

売 上 原 価 200,105

売 上 総 利 益 41,332

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 18,684

営 業 利 益 22,648

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益 22,030

特 別 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益 22,016

当 期 純 利 益 12,975



株主資本等変動計算書



個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記



２．会計方針の変更に関する注記

（追加情報）　

会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用　



３．貸借対照表に関する注記

　

４．損益計算書に関する注記

　

５．株主資本等変動計算書に関する注記



６．税効果会計に関する注記

７．リースにより使用する固定資産に関する注記



８．関連当事者との取引に関する注記

９．１株当たり情報に関する注記

10．重要な後発事象に関する注記

　

11．その他の注記



連結計算書類に係る会計監査報告





計算書類に係る会計監査報告





監査役会の監査報告





 
 



































































































 
 



（提供書面）

事　 業　 報　 告

１．企業集団の現況

(1) 事業の経過及びその成果





(2) 設備投資の状況

(3) 資金調達の状況



(4) 財産及び損益の状況の推移



(5) 重要な子会社の状況

　

(6) 対処すべき課題







(7) 企業集団の主要な事業セグメント



(8) 主要な事業所



(9) 使用人の状況

(10) 主要な借入先の状況

(11) その他企業集団の現況に関する重要な事項



２．会社の株式に関する事項

(1) 発行可能株式総数

(2) 発行済株式の総数

(3) 株主数

(4) 単元株式数

(5) 大株主（上位10名）



３．新株予約権等に関する事項





４．会社役員の状況

(1) 取締役及び監査役の状況



(2) 当事業年度中に退任した取締役

(3) 取締役及び監査役の報酬等の額



(4) 報酬等の内容の決定に関する方針



(5) 社外役員に関する事項



５．会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称　　　　　　　　　新日本有限責任監査法人

(2) 報酬等の額

(3) 非監査業務の内容

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針



６．業務の適正を確保するための体制

(1) 内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況







(2) 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況



連 結 貸 借 対 照 表

資 産 の 部 負 債 の 部

科　　　目 金　　額 科　　　目 金　　額

流 動 資 産

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

73,821

13,662

12,173

174

1,315

流 動 負 債 47,349

固 定 負 債 1,647

負 債 合 計 48,997

純 資 産 の 部

株 主 資 本 38,102

資 本 金 7,818

資 本 剰 余 金 8,109

利 益 剰 余 金 22,215

自 己 株 式 △41

その他の包括利益累計額 330

その他有価証券評価差額金 330

新 株 予 約 権 54

純 資 産 合 計 38,486

資 産 合 計 87,484 負 債 ・ 純 資 産 合 計 87,484



連 結 損 益 計 算 書

科　　　　　目 金　　　　　額

売 上 高 　 112,820

売 上 原 価 　 96,892

売 上 総 利 益 　 15,928

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 　 9,023

営 業 利 益 　 6,905

営 業 外 収 益 　 　

　

58

営 業 外 費 用 　 　

635

経 常 利 益 6,328

特 別 利 益 　 　

0

特 別 損 失 　 　

7

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 　 6,321

2,660

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 3,661

当 期 純 利 益 　 3,661



連結株主資本等変動計算書



連結注記表

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等









連結貸借対照表に関する注記

連結損益計算書に関する注記

　

連結株主資本等変動計算書に関する注記





金融商品に関する注記





賃貸等不動産に関する注記

１株当たり情報に関する注記

重要な後発事象に関する注記



貸　借　対　照　表

資 産 の 部 負 債 の 部

科　　　目 金　　額 科　　　目 金　　額

流 動 資 産

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

73,426

13,271

11,809

162

1,299

流 動 負 債 47,111

固 定 負 債 1,481

負 債 合 計 48,592

純 資 産 の 部

株 主 資 本 37,721

資 本 金 7,818

資 本 剰 余 金 8,109

利 益 剰 余 金 21,834

自 己 株 式 △41

評価・換算差額等 330

その他有価証券評価差額金 330

新 株 予 約 権 54

純 資 産 合 計 38,105

資 産 合 計 86,698 負 債 ・ 純 資 産 合 計 86,698



損　益　計　算　書

科　　　　　目 金　　　　　額

売 上 高 　

111,915

売 上 原 価 　

96,317

売 上 総 利 益 　 15,597

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 　 8,764

営 業 利 益 　 6,832

営 業 外 収 益 　

73

営 業 外 費 用 　

635

経 常 利 益 　 6,270

特 別 利 益 　

0

特 別 損 失 　

7

税 引 前 当 期 純 利 益 　 6,263

2,635

当 期 純 利 益 　 3,627



株主資本等変動計算書



個別注記表

重要な会計方針に係る事項に関する注記





貸借対照表に関する注記



損益計算書に関する注記

株主資本等変動計算書に関する注記



税効果会計に関する注記



リースにより使用する固定資産に関する注記



関連当事者との取引に関する注記

１株当たり情報に関する注記

重要な後発事象に関する注記



連結計算書類に係る会計監査報告



計算書類に係る会計監査報告



監査役会の監査報告





 

 



 

 



 
 



添付書類

事　 業　 報　 告

１．企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果







② 設備投資の状況

③ 資金調達の状況

④ 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況

⑥ 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状

況

⑦ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況



(2) 財産及び損益の状況

①　企業集団の財産及び損益の状況　

②　当社の財産及び損益の状況　



(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

②　重要な子会社の状況

(4) 対処すべき課題



(5) 主要な事業内容 (平成24年５月31日現在)

(6) 主要な営業所 (平成24年５月31日現在)



(7) 使用人の状況 (平成24年５月31日現在)

①　企業集団の使用人の状況　　　

②　当社の使用人の状況　

(8) 主要な借入先の状況 (平成24年５月31日現在)

(9）その他企業集団の現況に関する重要な事項



２．会社の現況

(1) 株式の状況（平成24年５月31日現在）

①　発行可能株式総数

②　発行済株式の総数

③　株主数

④　大株主の状況

(2) 新株予約権等の状況



(3) 会社役員の状況

① 取締役及び監査役の状況（平成24年５月31日現在）



② 取締役及び監査役の報酬等の総額

③ 社外役員に関する事項





(4)会計監査人の状況

① 名称

② 報酬等の額

③ 会計監査人の解任又は不再任の決定方針



(5)業務の適正を確保するための体制

1　取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制

2　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制



3　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

4　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

5 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制



6　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該

使用人に関する事項並びにその使用人の取締役からの独立性に関する事項

7　取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告

に関する体制、その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するため

の体制

8　財務報告の信頼性を確保するための体制



9　反社会的勢力排除に向けた体制及び整備



連 結 貸 借 対 照 表

（ 資 　 産 　 の 　 部 ）

流 動 資 産

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

    

36,411

5,834

4,820

123

890

（ 負 　 債 　 の 　 部 ）     

流 動 負 債 17,080

固 定 負 債 1,180

負 債 合 計 18,260

（ 純  資  産  の  部 ）     

株 主 資 本 23,992

資 本 金 1,429

資 本 剰 余 金 1,937

利 益 剰 余 金 21,193

自 己 株 式 △567

その他の包括利益累計額 △7

その他有価証券評価差額金 △7

　     

　     

　     

　     

　     

純 資 産 合 計 23,985

資 産 合 計 42,245 負 債 ・ 純 資 産 合 計 42,245



連 結 損 益 計 算 書

売 上 高 76,871

売 上 原 価 63,357

売 上 総 利 益 13,513

営 業 利 益 8,164

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益 7,980

特 別 損 失

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 7,966

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 4,587

当 期 純 利 益 4,587



連結株主資本等変動計算書



連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記







２．連結貸借対照表に関する注記

　　　 　　　　　　



３．連結株主資本等変動計算書に関する注記

４．金融商品に関する注記







５．１株当たり情報に関する注記

６．重要な後発事象に関する注記



貸　借　対　照　表

（ 資 　 産 　 の 　 部 ） （ 負 　 債 　 の 　 部 ）     
　 流 動 資 産

　 固 定 資 産

　 有 形 固 定 資 産

　 無 形 固 定 資 産

　 投資その他の資産

36,328

5,853

4,796

120

935

　 流 動 負 債 17,043

　 固 定 負 債 1,168

負 債 合 計 18,211
（純　資　産　の　部）
　 株 主 資 本
　 資 本 金 1,429
　 資 本 剰 余 金
　 資 本 準 備 金 1,493
　 その他資本剰余金 444

　 利 益 剰 余 金
　 利 益 準 備 金 41
　 その他利益剰余金 21,137

　 自 己 株 式 △567

　 評価・換算差額等
その他有価証券評価差額金 △7

純 資 産 合 計 23,970
資 産 合 計 42,182 負 債 ・ 純 資 産 合 計 42,182



損　益　計　算　書

　 売 上 高

　 売 上 原 価

　 販売費及び一般管理費

　 営 業 外 収 益

　 営 業 外 費 用

　 特 別 損 失



株主資本等変動計算書



個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記





２．貸借対照表に関する注記



３．損益計算書に関する注記

４．株主資本等変動計算書に関する注記

５．税効果会計に関する注記



６．リースにより使用する固定資産に関する注記



７．関連当事者との取引に関する注記

８．１株当たり情報に関する注記

９．重要な後発事象に関する注記



連結計算書類に係る会計監査報告

新日本有限責任監査法人





計算書類に係る会計監査報告

新日本有限責任監査法人





監査役会の監査報告





 
 



（提供書面）

事　 業　 報　 告

１．会社の現況

(1) 当事業年度の事業の状況





(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

(3) 重要な親会社及び子会社の状況



(4) 対処すべき課題



(5) 主要な事業内容



(6) 主要な営業所等



(7) 使用人の状況

　(8) 主要な借入先及び借入額



２．株式の状況

(1) 発行可能株式総数

(2) 発行済株式の総数

(3) 株主数

(4) 上位10名の株主



３．新株予約権等の状況

(1) 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状

況



(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権

の状況

(3) その他新株予約権等の状況



４．会社役員の状況

(1) 取締役及び監査役に関する事項



(2) 取締役及び監査役の報酬等の総額



(3) 社外役員に関する事項



５．会計監査人の状況
(1) 名称

(2) 報酬等の額

(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

(4) 責任限定契約の概要



６．業務の適正を確保するための体制

(1) 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制



(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(5) 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当

該使用人に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項



(7) 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他監査役への報告

に関する体制

(8) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制



貸　借　対　照　表

科 目 金 額 科 目 金 額

（資産の部）　 （負債の部）　

流 動 資 産 31,346,496 流 動 負 債 19,589,728

固 定 資 産 349,394

有 形 固 定 資 産 71,113

固 定 負 債 753,612

無 形 固 定 資 産 20,874

負 債 合 計 20,343,340

（純資産の部） 　

株 主 資 本 11,337,290

投資その他の資産 257,407 資 本 金 747,408

資 本 剰 余 金 705,318

利 益 剰 余 金 9,884,643

　 自 己 株 式 △80

　 新 株 予 約 権 15,260

純 資 産 合 計 11,352,550

資 産 合 計 31,695,891 負 債 純 資 産 合 計 31,695,891



損　益　計　算　書

売 上 高 　

　

　

68,936,527

売 上 原 価 　

　

　

60,574,338

売 上 総 利 益 8,362,189

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,797,618

営 業 利 益 4,564,571

営 業 外 収 益 　

　

　

　

　

53,515

営 業 外 費 用 　

　

　

248,983

経 常 利 益 4,369,102

税 引 前 当 期 純 利 益 4,369,102

　

1,801,814

当 期 純 利 益 2,567,288



株主資本等変動計算書



個　別　注　記　表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

(2) 固定資産の減価償却の方法



(3) 引当金の計上基準

(4) 収益及び費用の計上基準

(5) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

(6) 会計方針の変更



 (7)追加情報

　

２．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

(2) 有形固定資産の減価償却累計額

３．損益計算書に関する注記

４．株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済数式の総数に関する事項

(2) 自己株式の数に関する事項



(3) 当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

(4) 当事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

　

(5) 新株予約権（権利行使期間が到来しているもの）の目的となる株式の数に関する事項

５．税効果会計に関する注記

   繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳



６．リースにより使用する固定資産に関する注記

７．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項



(2) 金融商品の時価等に関する事項



８．賃貸等不動産に関する注記

９．持分法損益等に関する注記

10．関連当事者との取引に関する注記

11．１株当たり情報に関する注記

 

12. 重要な後発事象に関する注記



計算書類に係る会計監査報告



監査役会の監査報告




